チャランケ通信　第159号　2017年1月9日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　2017年、激動の世界政治は軍事大国の攻防をもたらすのか
　今年の日本の正月は、それほど大きな事件もなく平穏に終わったようだが、世界に目を向けると相変らずテロが横行するなど、平穏な幕開けとは言い難いようだ。政治に目を向けると、昨年のアメリカのトランプ大統領の誕生や、イギリスのＥＵからの離脱と同じような動きがヨーロッパの先進国でも起きるのではないか、と予想されている。
1980年ごろから始まったイギリスのサッチャー、アメリカのレーガンによる新自由主義の流れが、ここにきて明らかに変調をきたし始めたようだ。だが、それは再び高度成長時代に舞い戻り、福祉国家が大きな潮流となって格差の縮小や分厚い中間層の回復へとつながる動きになっていない。事態はむしろそれ以前の、帝国主義列強がブロック経済化の下で、経済的・軍事的な対立を強めていた時代へと連れ戻されているように思えてならない。
そういえば、今年はあのロシア革命からちょうど100年と言う年に当たっている。ロシア革命後から続いていた社会主義世界体制が、事実上崩壊した1990年代以降、資本主義のむき出しの市場原理主義が拡大し始めたようだ。世界史の大きな流れの中で、もう一度今の経済社会のあり方を考えて行くべき時に来ているのかもしれない。今年は、その意味でも歴史を変えて行く重要な年になりそうな予感がする。そうあって欲しいものだ。
トランプのツイートによるフォードに続いてトヨタ自工への脅迫

ロシアのサイバー攻撃、プーチンの指示と断定したアメリカ政府
そうしたことを考えながら正月を過ごしていたところ、トランプ氏がアメリカのフォードがメキシコに製造拠点を設けようとしていることに対して介入したことに続き、日本のトヨタが、同じくメキシコに製造拠点を作ろうとしたことにもツィッターでクレームを付けるという動きに出てきたと報道されている。もしメキシコで製造した自動車をアメリカに輸出する際には、高い関税をかけると言いきっているようだ。明らかにWTO違反なのだが、トランプ氏にはそうしたコンプライアンスの遵守は通用しないのだろうか。

又、驚いたことは、政権交代直前のオバマ政権が、プーチン大統領の指示でロシアがアメリカに対してサイバー攻撃を仕掛けてきた、と断定した事だろう。アメリカ大統領選挙において、民主党のクリントン候補に対する妨害をしたという事のようだが、トランプ氏のプーチン大統領との親しい関係を見る時、背景に何があったのか気になるところではある。議会共和党はロシアに対して厳しい姿勢を示しているだけに、トランプ大統領になった時の対応がどうなるのか注目して行きたい。世界は一体どうなっているのか、これからの米露だけでなく中国の関係も含めて、なかなか複雑なものになりそうだ。
内閣人事局による官僚人事の掌握、官邸の菅官房長官の存在から目が離せない
　前号で指摘した内閣人事局を通じて、官僚の人事を官邸の政治家が牛耳り始めたことを指摘しておいたのだが、その官邸の中の官房長官菅義偉氏の存在がやけに気になり始めている。菅氏はご存じのように昨年7月7日に官房長官在任1290日を超し、歴代最長を更新中である。
　一番新しい情報として目に入ったのは、1月3日の産経ニュースの「安倍政権考」で、「診療・介護報酬改定に菅義偉官房長官の影　厚労族長老『何も知らないくせに』と反発」と題する観測記事である。平成30年度は、6年に1回診療報酬と介護報酬が同時に改定する年に当たっており、その動向が注目されている。安倍政権の下で菅官房長官が、昨年末のがん治療薬である「オプジーポ」の薬価引き下げ問題をきっかけに「薬価は不透明だ」と関心を持ち始め、オプジーポに留まらず薬価制度全体の抜本改革にまで踏み込み始めたとされる。厚労省の二川事務次官が薬価制度について説明に出向き、ようやく菅氏も矛を収めたとされる。
　社会保障の厚労省審議会から、官邸の関与が強まる兆し
事は、経済財政諮問会議の場でも民間議員から薬価に加えて診療報酬にまで諮問会議が関与すべきだと提案されるに至ったが、その背後に、菅官房長官をはじめとする官邸の意向があるのではないか、という観測記事であった。
これまで社会保険制度の保険料や診療報酬体系の見直しに当たっては、厚労省の関係審議会で中立委員も入った保険者や被保険者の審議で決定されていたのだが、最近官邸の意向が強くなりつつあるようだ。それだけに、国民の医療や介護など、財政難を理由にした社会保障への切り込みが危惧されるところだ。
　ふるさと納税制度の問題点、霞が関からは不協和音なし、今や自民党税調を牛耳る官邸の存在感高まる
また、菅官房長官は、自分が総務大臣時代に創設した「ふるさと納税制度」の拡充をリードしてきた。事実上2,000円の負担をすることによって寄付した金額の大部分が還付される上に、寄付を受けた市町村からは豪華な返礼品が送られてくるというもので、税のあり方からすれば、大きな問題であることはこの通信でも昨年12月5日付第154号で指摘した事がある。肝腎の総務省であるが、さすがにその行き過ぎに対して是正するように、という型通りの通達が出てきているようだが、返礼品競争は是正される方向になるとは思えない。
この点について、総務省ＯＢである片山善博慶應義塾大学教授が、北海道新聞（12月2日朝刊）に厳しく批判しているのだが、現役の官僚からはこの制度に対して批判的な意見はあまり聞こえて来ない。総理官邸の菅官房長官に睨まれるのを怖がっているとしか思えないのだが、これでは日本の行く末が心配ではある。
ふるさと納税だけでなく、税制改革における自民党税調の力が低下し、官邸の力が強くなってきたのも、こうした改革を支えてきた官僚人事を押さえつけることができるようになった事があると見て間違いなかろう。
　菅官房長官インタビュー、為替相場管理に大胆に介入する現実
さらに、アベノミクスとの関係で見逃す事の出来ない動きも注目した。
　昨年の日本経済新聞12月27日朝刊の「展望2017（３）為替、危機管理怠らず」の単独インタビューにおいて、記者の質問に対して次のように答えている。
　　「―――経済・金融政策で力を入れるものは。

　　　『日本企業が見通しを立てられるような環境にすることがものすごく大事だ。私の重要な危機管理の一つに為替がある。財務省、金融庁、日銀による3者会合を開かせている。日本企業が間違いなく国内で経済活動できるような環境を作る。』『為替に関しては（トランプ相場で）黙って（円安に）言われるが、私たちが為替の危機管理をちゃんとやっているからだ。今まで日本は翻弄されてきた』」
　　「―――具体的にどんな対応が取れますか。

　　『そこは色々と。私たちの為替への意識は強く、中途半端な決断ではない』」

はたして、どんな為替管理政策を展開しているのだろうか。具体的な為替管理政策については述べていないのだが、為替相場に対する問題意識と対策に力を入れていることは間違いなさそうではある。円安政策を取ることによる輸出企業（主として製造業大手）の利益の増大、株価の引き上げを狙っているのだろうが、歴代内閣の中で為替相場への介入にこれほど露骨に介入し続けている内閣も珍しい。そこは、菅官房長官の考え方なのか、官邸にいる経済産業省官僚の入れ智恵なのか、定かではないが、アベノミクスの根底には円安政策と言う通奏低音が流れ続けていることは確かなようだ。それが、日本経済にとってどういう意味を持つのか、かつてリチャード・ローズクランス教授が日本について述べた、「平和的通商国家」という高度成長期の重商主義的な国家像が色濃く残っているように思えてならない。
果たして、円安政策は国民生活の向上につながっているのだろうか
果たして円安政策が、多くの国民にとって良い結果をもたらしてくれるのだろうか。輸入物価の上昇と言うルートからの家計の消費を抑制する問題など、円安による国民生活の悪化が進んでいると見るべきだろう。また、いつまでも製造業中心の輸出立国として再生させようとすることが、21世紀の資本主義のあり方として望ましいのか、そこには多くの疑問があることは間違いない。
それにしても、官房長官が、ここまで為替管理に強くかかわっていることに対して、やや驚きを感じた次第である。
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